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第１章 総則 

 

１．入札説明書の位置付け 

本入札説明書（以下「入札説明書」という。）は、奈良県（以下「県」という。）が

民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成１１年法律第１

１７号。以下「ＰＦＩ法」という。）に基づき、令和７年６月２４日に特定事業として

選定した「奈良県中央卸売市場再整備推進事業（市場エリア整備事業）」（以下「本事

業」という。）を実施する民間事業者（以下「受注者」という。）を募集及び選定する

にあたり、本事業及び本件入札に係る条件を提示するものである。本事業に係る入札公

告による総合評価落札方式一般競争入札については、関係法令に定めるもののほか、本

入札説明書による。 

なお、本事業はＷＴＯ政府調達協定の対象であり、「地方公共団体の物品等又は特定

役務の調達手続の特例を定める政令」（平成７年政令第３７２号）が適用される。 

本事業の基本的な考え方については、令和７年３月２６日に公表した実施方針及び要

求水準書（案）（以下「実施方針等」という。）と同様であるが、本事業の条件等の一

部について、実施方針等に関する質問等への回答を反映しているため、入札参加者は入

札説明書の内容を踏まえ、入札に必要な書類を提出すること。 

また、下記に示す資料は、入札説明書と一体のものである。 

入札説明書及び下記に示す資料（以下「入札説明書等」という。）と実施方針等に相

違がある場合は、入札説明書等の規定が優先するものとし、入札説明書等に記載がない

事項については、入札説明書等に関する質問等に対する回答によることとする。 

 

＜資料＞ 

資料１ 要求水準書 

資料２ 落札者決定基準 

資料３ 様式集 

資料４－１ 基本協定書（案）＜共同企業体（ＪＶ）用＞ 

資料４－２ 基本協定書（案）＜特別目的会社（ＳＰＣ）用＞ 

資料５ 事業契約書（案） 

資料６－１ 【乙型】共同企業体の構成に関する協定書（案） 

資料６－２ 【甲型乙型併用】共同企業体の構成に関する協定書（案） 

 

 

２．公告日 

令和７年７月１日（火） 

 

 

３．契約者 

奈良県知事 山下 真 
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４．担当部局 

奈良県食農部中央卸売市場再整備推進室 

〒６３９－１１２３ 奈良県大和郡山市筒井町９５７－１ 

電話番号：０７４３－５６－７００４ 

Ｅメールアドレス：ichiba-saiseibi@office.pref.nara.lg.jp 

 

 

 

第２章 事業概要等 

 

１．事業名称 

奈良県中央卸売市場再整備推進事業（市場エリア整備事業） 

 

 

２．事業場所 

大和郡山市筒井町及び馬司町 地内 

 

 

３．公共施設の管理者の名称 

奈良県知事 山下 真 

 

 

４．事業の目的 

県中央卸売市場は昭和５２年の開場以来、「県民の台所」として生鮮食料品の円滑な

供給と消費生活の安定に重要な役割を担ってきたが、開設から４８年以上が経過した現

在では、施設の老朽化が進んでいる。また、人口・世帯構成の変化に伴う食料消費の減

少や食の外部化・簡便化、インターネット販売等による食品流通の多様化など卸売市場

を取り巻く状況は大きく変容している。本市場においても、それらへ対応することが重

要な課題となっている。 

このため、県では令和３年１２月に「奈良県中央卸売市場再整備の基本方針」（令和

６年７月改正）、令和７年３月に「奈良県中央卸売市場再整備の基本方針実施プラン」

を策定し、市場機能の高機能化・効率化を図り、食の流通拠点として、食の安全・安心

を確保する「市場エリア」と、市場の機能や立地を活かし、地域の賑わいを創出する

「賑わいエリア」について、親和性のある一体的な整備を行うことで、持続可能で「産

地や実需者、消費者から選ばれる」市場づくりを目指している。 

今般、「賑わいエリア」に先行して整備を行う本事業は民間の経営能力及び技術的能

力を活用した効率的な施設の整備が期待できるＰＦＩ手法を導入し、事業の効率化を図

る。 
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５．施設の概要 

（１）事業用地の概要 

所在地 大和郡山市筒井町９５７番地の１（奈良県中央卸売市場） 

事業用地の構成 

本事業用地  約１９．３ｈａ 

 
奈良県中央卸売市場敷地 

（現市場敷地） 
 約１５．５ｈａ 

 北側用地  約３．８ｈａ 

再整備後の 

ゾーニング 

市場エリア  約１２．６ｈａ 

賑わいエリア  約６．４ｈａ 

調整池  約０．３ｈａ 

整備順序 

 

 

道路条件 

敷地西側：県道１９３号 筒井二階堂線 

幅員約６～８ｍ（２車線） 

※現市場敷地は、３号進入路において県道１９３号に接道 

敷地北側：国道２５号 

幅員約１２ｍ（２車線） 

  
 

 

ゾーニング仮想ライン 

賑わいエリア 

市場エリア 

本事業 

賑わいエリア整備事業 

北側用地暫定整備事業 

奈良県中央卸売市場再整備の完成 
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用
途
地
域
等 

用途地域 

準工業地域 

（ただし、２号進入路の一部及び北側用地は市街化調整区

域） 

容積率 ２００％（市街化調整区域部分については４００％） 

建蔽率 ６０％（市街化調整区域部分については７０％） 

高度地区指定 ３１ｍ高度地区（市街化調整区域部分については指定なし） 

防火地域指定 指定なし 

その他 

奈良県中央卸売市場（市場）（昭和４９年９月３日） 

奈良県中央卸売市場地区 地区計画 

（令和３年１０月１４日） 

（１）土地利用の方針：市場施設を適切に配置 

（２）建築物の高さの最高限度：現市場敷地の一部を２０ｍ

に制限 

（３）緑化面積：行為地面積の３％以上 

※具体的には大和郡山市ＨＰの用途地域・高度地区の変更

の決定（令和３年１０月１４日）を参照 

周知の埋蔵文化財 

包蔵地指定 

指定なし 

現市場敷地：トレンチ調査（令和８年度予定）の結果により、

建物等配置箇所の本調査が必要となる可能性あ

り 

北 側 用 地：令和６年度のトレンチ調査の結果により、本調 

査必要箇所判明済み 

交通・アクセス 

鉄道：近鉄橿原線筒井駅から約９００ｍ（徒歩１０分） 

車 ：西名阪自動車道と京奈和自動車道の交わる郡山インタ

ーチェンジから約２．４ｋｍ 

 

（２）施設の概要 

本事業で整備する主な施設等の構成及び概要は次のとおりである。各施設の詳細は

【資料１ 要求水準書】によるものとする。 

分類 室・施設 

市場棟機能 
青果卸売場、青果仲卸個別店舗、水産卸売場、水産

仲卸個別店舗、青果共同加工場、水産加工場等 

関連商品売場棟機能 関連商品売場等 

管理事務所機能 管理事務所等 

食品衛生検査所機能 食品衛生検査所等 

特高受変電室機能 特高受変電室等 

廃棄物集積所機能 廃棄物集積所等 
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その他 守衛所、駐輪場等 

 

（参考）賑わいエリア整備事業での整備施設の例示 

施設 概要 

マルシェ・フードホール 

・奈良県産をはじめとした本市場の新鮮な食材を購

入できる施設 

・食べる楽しみを県民や観光客など多くの人たちに

届ける施設 

食品加工施設・物流施設 ・市場の機能強化、活性化に資する施設 

 

（３）事業方式 

本事業は、受注者がＰＦＩ法に基づき、本事業で整備する公共施設を整備した後、

施設所有権を県へ移転するＢＴ方式（Build-Transfer）とする。 

なお、設計施工期間中において、県は受注者に対し、本事業に供する土地を無償で

使用させるものとする。 

 

（４）事業スケジュール 

本事業のスケジュールは、次のとおりとする。 

時期 内容 

令和８年３月 基本協定の締結 

令和８年４月 仮契約の締結 

令和８年７月 事業契約に係る議会の議決（本契約の締結） 

令和８年７月～ 設計施工 

令和１３年度 新市場の開業 

令和１５年度 市場エリア完成 

 

（５）業務範囲 

受注者が行う本事業の業務範囲は次のとおりとする。なお、業務範囲の詳細につい

ては、【資料１ 要求水準書】によるものとする。 

ア．統括管理業務 

イ．設計業務 

ウ．工事監理業務 

エ．施工業務 

オ．解体業務 

カ．移転業務 

キ．備品調達業務 

ク．その他の業務 
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（６）受注者の収入 

県は、受注者が行う本事業の業務範囲に示す業務に関する費用について、県が設定

した予定価格の範囲内で落札者が提案した金額をもとに決定した金額を、ＰＦＩ法第

１４条に基づいて県と落札者の間で締結する事業契約（以下「事業契約」という。）

に基づき、各年度毎に受注者に支払う。 

なお、本事業では強い農業づくり総合支援交付金の交付を受けることを想定してい

る。 

対価の詳細については、【別紙１ 契約代金の算定方法について】を参照のこと。 

 

（７）業務の要求水準 

本事業に関する業務について要求する水準は、【資料１ 要求水準書】及び【資料

５ 事業契約書（案）】によるものとする。 

 

（８）法令等の遵守 

受注者は、本事業の実施にあたり、設計、施工の提案内容に応じて関連する法令、

条例、規則、要綱等を遵守するとともに、各種基準、指針等についても本事業の要求

水準に照らし合わせて準拠すること。 

 

 

 

第３章 競争入札に参加する者に関する要件等 

 

１．競争入札に参加する者に必要な資格 

（１）入札参加者の構成等 

ア．入札参加者は、本施設の設計業務にあたる者、工事監理業務にあたる者及び施工

業務にあたる者により構成されること。 

イ．入札参加者は、複数の企業により構成される共同企業体（以下「ＪＶ」とい

う。）又は特別目的会社（以下「ＳＰＣ」という。）を設立して本事業を実施する

ことを予定し、本事業開始後、設計業務、工事監理業務及び施工業務のいずれかを

ＳＰＣから直接業務を受託し、若しくは請け負うことを予定している企業により構

成されるグループ（以下「入札参加グループ」と総称する。）とすること。 

ウ．同一の企業が複数の業務を実施することができるが、工事監理業務にあたる者と

施工業務にあたる者を同一の者又は相互に資本面における関連（一方の企業が他方

の企業の発行済み株式総数の１００分の５０を超える株式を有し、又はその出資の

総額の１００分の５０を超える出資をしていることをいう。）若しくは人事面にお

ける関連（一方の企業の代表者又は役員が他方の企業の代表者又は役員を兼ねてい

ることをいう。）のある者が兼ねることはできない。 

エ．入札参加者は、入札参加表明書及び入札参加資格審査に関する書類（以下「入札

参加表明書等」という。）の提出時に入札参加グループを構成する企業（以下「構

成企業」という。）及びこれらの者の担当業務（設計、工事監理及び施工の別）を
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明らかにすること。 

オ．施工業務にあたる者のうち、建築分野を担当する者（第３章１．（２）イ．

（ウ）ｂ．（ａ）、（ｃ）、（ｅ）及び（ｉ）に示す資格要件を全て満たす者に限

る。）から代表構成企業（入札参加グループの構成企業を代表し、入札参加手続を

行う企業をいう。以下同じ。）を選出すること。 

 

（２）入札参加資格要件 

ア．一般的要件 

入札参加グループの全ての構成企業は、次の要件を全て満たすこと。 

（ア）ＰＦＩ法第９条各号のいずれかに該当する者でないこと。 

（イ）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当す

る者でないこと。 

（ウ）入札参加表明書等の提出期限の日から開札の日までの期間に、奈良県建設工事

等請負契約に係る入札参加停止措置要領による入札参加停止措置（以下「入札参

加停止」という。）を受けていないこと。 

（エ）本事業について、次に掲げるアドバイザリー業務等に関与した者及びこの者と

資本面における関連（この者の発行済み株式総数の１００分の２５を超える株式

を有し、又はその出資の総額の１００分の２５を超える出資をしていることをい

う。）若しくは人事面における関連（代表者又は役員がこの者の代表者又は役員

を兼ねていることをいう。以下同じ。）のある者でないこと。 

名 称：株式会社山下ＰＭＣ 

所在地：東京都中央区日本橋一丁目４番１号 

日本橋一丁目三井ビルディング１２階 

（オ）奈良県中央卸売市場条例施行規則（昭和５２年４月奈良県規則第２号）第１０

６条第１項の規定に基づき設置されている奈良県中央卸売市場運営協議会市場再

整備事業審査部会（以下「審査部会」という。）の委員と人事面において関連が

ある者でないこと。 

（カ）会社更生法（平成１４年法律第１５４号。以下「新法」という。）第１７条の

規定による更生手続開始の申立て（新法附則第２条の規定によりなお従前の例に

よることとされる更生事件（以下「旧更生事件」という。）に係る新法による改

正前の会社更生法（昭和２７年法律第１７２号。以下「旧法」という。）第３０

条に規定する更生手続開始の申立てを含む。）をしていない者又は申立てをなさ

れていない者であること。ただし、新法に基づく更生手続開始の決定（旧更生事

件に係る旧法に基づく更生手続開始の決定を含む。）を受けた者については、更

生手続開始の申立てをしなかった者又は申立てをなされなかった者とみなす。 

（キ）平成１２年３月３１日以前に民事再生法（平成１１年法律第２２５号）附則第

２条の規定による廃止前の和議法（大正１１年法律第７２号）第１２条第１項の

規定による和議開始の申立てをしていない者であること。 

（ク）平成１２年４月１日以降に民事再生法第２１条に規定する再生手続開始の申立

てをしていない者又は申立てをなされていない者であること。ただし、同法に基
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づく再生手続開始の決定を受けた者であっても、再生計画の認可の決定を受けた

場合は、再生手続開始の申立てをしなかった者又は申立てをなされなかった者と

みなす。 

（ケ）他の入札参加グループの構成企業として参加していないこと。 

 

イ．各業務にあたる者の入札参加資格要件 

入札参加グループの構成企業のうち、設計、工事監理及び施工の各業務にあたる

者が、それぞれ次の前提条件及び資格要件を満たしていること。 

（ア）設計業務にあたる者 

ａ．前提条件 

（ａ）単独又は複数の者で実施すること。 

（ｂ）建築分野を担当する者及び土木分野を担当する者を用意すること。ただ

し、両分野の要件をいずれも満たす場合は、同一の者が兼ねても差し支えな

い。 

（ｃ）建築分野を担当する者は、ｂ．資格要件（ａ）、（ｂ）及び（ｄ）の要件

を全て満たす者であること。 

（ｄ）土木分野を担当する者は、ｂ．資格要件（ｃ）及び（ｅ）の要件を全て満

たす者であること。 

ｂ．資格要件 

（ａ）建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２３条の規定による一級建築士

事務所の登録を行っていること。 

（ｂ）建設工事等に係る競争入札の参加資格等に関する規程（平成８年１２月奈

良県告示第４２７号）による競争入札参加資格（以下「奈良県建設工事等競

争入札参加資格」という。）のうち、建築設計業務に登録していること。 

（ｃ）奈良県建設工事等競争入札参加資格のうち、建設コンサルタント（河川、

砂防及び海岸、海洋部門）及び（道路部門）に登録していること。 

（ｄ）平成２２年４月１日から入札参加表明書等の受付締切日までの間において

完成し、及び引渡しが完了した床面積１０，０００㎡以上の卸売市場、倉庫

業を営む倉庫（多層式で食品用冷蔵施設を含むもの）又は食品加工工場の新

築、増築又は改築（増築又は改築の場合は工事対象範囲の床面積が１０，０

００㎡以上とする。）の設計業務の元請実績を有すること。 

（ｅ）平成２２年４月１日から入札参加表明書等の受付締切日までの間において

完成し、及び引渡しが完了した道路設計業務の元請実績を有すること。 

（イ）工事監理業務にあたる者 

ａ．前提条件 

（ａ）単独又は複数の者で実施すること。 

（ｂ）建築分野を担当する者及び土木分野を担当する者を用意すること。ただ

し、両分野の要件をいずれも満たす場合は、同一の者が兼ねても差し支えな

い。 

（ｃ）建築分野を担当する者は、ｂ．資格要件（ａ）、（ｂ）及び（ｄ）の要件
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を全て満たす者であること。 

（ｄ）土木分野を担当する者は、ｂ．資格要件（ｃ）の要件を満たす者であるこ

と。 

ｂ．資格要件 

（ａ）建築士法第２３条の規定による一級建築士事務所の登録を行っているこ

と。 

（ｂ）奈良県建設工事等競争入札参加資格のうち、建築設計業務に登録している

こと。 

（ｃ）奈良県建設工事等競争入札参加資格のうち、建設コンサルタント（河川、

砂防及び海岸、海洋部門）及び（道路部門）に登録していること。 

（ｄ）平成２２年４月１日から入札参加表明書等の受付締切日までの間において

完成し、及び引渡しが完了した床面積１０，０００㎡以上の卸売市場、倉庫

業を営む倉庫（多層式で食品用冷蔵施設を含むもの）又は食品加工工場の新

築、増築又は改築（増築又は改築の場合は工事対象範囲の床面積が１０，０

００㎡以上とする。）の工事監理業務の元請実績を有すること。 

（ウ）施工業務にあたる者 

ａ．前提条件 

（ａ）２者、３者又は４者で実施すること。 

（ｂ）建築分野を担当する者及び土木分野を担当する者を用意すること。ただ

し、両分野の要件をいずれも満たす場合は、同一の者が兼ねても差し支えな

い。 

（ｃ）建築分野を担当する者は、ｂ．資格要件（ａ）、（ｃ）、（ｅ）及び

（ｉ）の要件を全て満たす者であること。 

（ｄ）土木分野を担当する者は、ｂ．資格要件（ｂ）、（ｄ）及び（ｇ）の要件

を全て満たす者であること。 

なお、（ｃ）及び（ｄ）の条件を満たした上で、建築分野を担当する者に

ｂ．資格要件（ａ）、（ｃ）及び（ｆ）の要件を満たす者を、土木分野を担当

する者にｂ．資格要件（ｂ）、（ｄ）及び（ｈ）の要件を満たす者を（ａ）の

条件の範囲内において追加で参加させることができる。 

ｂ．資格要件 

（ａ）建設業法（昭和２４年法律第１００号）第１５条の規定による建築工事業

に係る特定建設業の許可を有すること。 

（ｂ）建設業法第１５条の規定による土木工事業に係る特定建設業の許可を有す

ること。 

（ｃ）奈良県建設工事等競争入札参加資格のうち、建設工事（建築一式）に係る

入札参加資格申請における参加資格を有すること。 

（ｄ）奈良県建設工事等競争入札参加資格のうち、建設工事（土木一式）に係る

入札参加資格申請における参加資格を有すること。 

（ｅ）建設業法第２７条の２３第１項の規定による経営事項審査（有効期間内に

ある直近のもの。以下「経営事項審査」という。）の結果における建築一式
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工事の総合評定値が１，２００点以上であること。 

（ｆ）経営事項審査の結果における建築一式工事の総合評定値が９００点以上で

あること。 

（ｇ）経営事項審査の結果における土木一式工事の総合評定値が１，２００点以

上であること。 

（ｈ）経営事項審査の結果における土木一式工事の総合評定値が９００点以上で

あること。 

（ｉ）平成２２年４月１日から入札参加表明書等の受付締切日までの間において

完成し、及び引渡しが完了した床面積１０，０００㎡以上の卸売市場、倉庫

業を営む倉庫（多層式で食品用冷蔵施設を含むもの）又は食品加工工場の新

築、増築又は改築（増築又は改築の場合は工事対象範囲の床面積が１０，０

００㎡以上とする。）の施工業務の元請実績を有すること。ただし、ＪＶの

構成員としての実績については、代表者として施工したものにあっては出資

比率が２０％以上の場合に、構成員として施工したものにあっては出資比率

が１０％以上の場合に限る。 

 

ウ．共同企業体及び特別目的会社の設立に関する要件 

（ア）ＪＶに関する要件 

ａ．施工業務にあたる者のうち、建築分野を担当する者（第３章１．（２）イ．

（ウ）ｂ．（ａ）、（ｃ）、（ｅ）及び（ｉ）に示す資格要件を全て満たす者

に限る。）を代表構成企業とする乙型ＪＶ又は甲型乙型併用ＪＶとすること。 

ｂ．乙型ＪＶの場合、代表構成企業の分担業務額は構成企業中最大又は最大と同

額とすること。 

ｃ．甲型乙型併用ＪＶの場合であって、分担したいずれかの業務を複数の構成企

業が共同で実施する場合の出資比率は、当該業務にあたる構成企業が２者の場

合はいずれも３０％以上、３者の場合はいずれも２０％以上、４者以上６者以

下の場合はいずれも１５％以上とすること。 

ｄ．甲型乙型併用ＪＶの場合であって、施工業務を共同で実施する場合は、施工

業務の分担業務額は各分担業務中最大又は最大と同額とし、かつ、代表構成企

業の出資比率は施工業務にあたる構成企業中最大又は最大と同比率とするこ

と。なお、施工業務を分担して実施する場合は、代表構成企業が属する分担業

務の分担業務額は各分担業務中最大又は最大と同額とし、施工業務を分担し、

かつ、代表構成企業が属する分担業務を共同で実施する場合は、代表構成企業

が属する分担業務の分担業務額は各分担業務中最大又は最大と同額とし、か

つ、代表構成企業の出資比率は代表構成企業が属する分担業務にあたる構成企

業中最大又は最大と同比率とすること。 

ｅ．入札参加表明書等の提出と同時に、共同企業体の構成に関する協定書を提出

すること。なお、協定書の内容については、【資料６－１ 【乙型】共同企業

体の構成に関する協定書（案）】又は【資料６－２ 【甲型乙型併用】共同企

業体の構成に関する協定書（案）】を参考にすること。 
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（イ）ＳＰＣの設立に関する要件 

ａ．事業契約の仮契約の締結前までに、会社法（平成１７年法律第８６号）に定

める株式会社としてＳＰＣを設立し、登記簿上の本店所在地を奈良県内とする

こと。 

ｂ．構成企業は、ＳＰＣへの議決権株式による出資を行うものとし、議決権の合

計は、全体の５０％を超えるものとすること。また、代表構成企業の出資比率

は出資者中最大とすること。 

ｃ．全ての出資者は、事業期間中、ＳＰＣの議決権株式を保有するものとし、県

の事前の書面による承諾がある場合を除き、譲渡、担保権等の設定その他一切

の処分を行ってはならない。 

ｄ．入札参加表明書等の提出と同時に、【資料３ 様式集「様式３－７ 特別目

的会社の設立に関する誓約書」】を提出すること。 

 

（３）入札参加者の変更 

ア．入札参加者の変更 

入札参加表明書等により参加の意思を表明した入札参加グループの構成企業の変

更は原則として認めない。 

また、入札参加資格を有するとの確認を受けた入札参加者が、入札参加資格確認

基準日以降、落札者決定の日までに入札参加者の入札参加資格要件を欠く事態に至

った場合には、原則として当該入札参加者は失格とする。 

ただし、次の（ア）又は（イ）に該当する場合は県と協議することができる。 

（ア）入札参加表明書等の提出日から開札日の４日前まで 

代表構成企業以外の構成企業が会社更生法に基づく更生手続開始の申立て若し

くは民事再生法に基づく再生手続開始の申立てをした若しくはなされたこと又は

県から入札参加停止を受けたことにより入札参加資格を失った場合、その他県が

やむを得ないと認めた場合において、開札日の４日前までに県と協議を行い、構

成企業を補充する等を行い、改めて入札参加表明書等を提出し、入札提案書類の

提出日までに入札参加資格の確認を受けたとき。 

（イ）開札日の翌日から落札決定の日まで 

代表構成企業以外の構成企業が会社更生法に基づく更生手続開始の申立て若し

くは民事再生法に基づく再生手続開始の申立てをした若しくはなされたこと又は

県から入札参加停止を受けたことにより入札参加資格を失った場合、その他県が

やむを得ないと認めた場合において、県が別途指定する期間内に当該構成企業を

変更し、提案内容の継続性を担保するために必要な措置を講じたとき。 

 

イ．入札参加者の変更の手続き 

代表構成企業以外の構成企業を変更する場合、入札参加者は、【入札参加者構成

企業等変更届（様式任意）】に変更前及び変更後の企業名、変更理由を記載し、代

表構成企業、変更前企業、変更後企業の各代表者の記名押印の上、県に提出するこ

と。 
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なお、構成企業を変更したことによって、新たに構成企業となる者の入札参加資

格確認基準日は、入札参加者が【入札参加者構成企業等変更届（様式任意）】を提

出した日とする。 

 

（４）入札に関する留意事項 

ア．入札に係る金額 

落札者の決定にあたっては、【資料３ 様式集「様式７－１－１ 入札書」】に

記載された金額（以下「入札価格」という。）に、消費税及び地方消費税（以下

「消費税等」という。）に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数

があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）をもって落札金額とする。入札書

には、入札価格とともに、入札価格に、消費税等に相当する額を加算した金額も記

載すること。 

 

イ．予定価格の額 

本事業の予定価格の額は、以下のとおりである。 

３３，４０３，０７３，０００円（消費税等の額を含む。） 

 

ウ．奈良県建設工事等競争入札参加資格を有しない者の参加 

奈良県建設工事等競争入札参加資格を有していない者で、新たに競争入札参加資

格を得ようとする者は、次に示す場所に資格審査の申請を行うこと。 

〒６３０－８５０１ 奈良市登大路町３０番地 

奈良県県土マネジメント部建設産業課公共工事契約管理係（奈良県分庁舎６階） 

電話番号 ０７４２－２７－７４２５（ダイヤルイン） 

 

エ．入札説明書等の記載内容の承諾 

入札参加者は、【資料３ 様式集「様式３－１ 入札参加表明書」】の提出をも

って、入札説明書等の記載内容を承諾したものとみなす。 

 

オ．費用負担 

入札に関し必要な費用は、すべて入札参加者の負担とする。 

 

カ．入札参加資格確認基準日 

入札参加資格確認基準日は、令和７年８月８日（金）とする。 

 

キ．入札参加表明書等の取扱い 

入札参加表明書等の取扱いについては、以下のとおりとする。 

（ア）提出された入札参加表明書等を入札参加資格審査以外に入札参加者に無断で使

用しない。 

（イ）提出された入札参加表明書等は返却しない。 

 



13 

 

ク．提案書類の取扱い 

（ア）提案書類の取扱い 

提出された提案書類は返却しない。 

（イ）著作権 

提案書類の著作権は、入札参加者に帰属する。ただし、県は、本事業の公表及

びその他県が必要と認める場合、落札者の提案書類の一部又は全部を無償で使用

できるものとする。また、落札者以外の提案内容については、本事業の公表に必

要な範囲以外には使用しない。 

（ウ）特許権等 

提案内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他日本国の法令

に基づき保護される第三者の権利（以下「特許権等」という。）の対象となって

いる事業手法、工事材料、施工方法、維持管理方法及び運営方法等を使用する場

合は、その使用に関する一切の責任を入札参加者が負うものとする。 

ただし、県が指定した工事材料、施工方法等で、要求水準書等に特許権等の対

象である旨が明記されておらず、入札参加者が特許権等の対象であることを知ら

なかった場合には、県が責任を負うものとする。 

 

ケ．県の提示資料の取扱い 

入札参加者は、県が提供する資料を、入札に係る検討以外の目的で使用してはな

らない。 

 

コ．入札参加者の複数提案の禁止 

入札参加者は、１つの提案しか行うことはできない。 

 

サ．提案書類等の変更等の禁止 

入札参加表明書等、ＶＥ提案書類及び入札提案書類の変更、差し替え並びに再提

出は原則として認めない。 

 

シ．使用言語及び単位、時刻 

入札に関して使用する言語は日本語、単位は計量法（平成４年法律第５１号）に

定めるもの、通貨は日本国通貨、時刻は日本標準時とする。 

 

ス．入札の辞退 

入札参加資格審査の結果により、入札参加資格の確認を受けた者（以下「入札参

加者」という。）が入札を辞退する場合は、入札提案書類の提出日の前日までに

【資料３ 様式集「様式４－２ 入札辞退届」】を第１章４．「担当部局」に提出

すること。なお、郵送する場合は、必ず書留郵便とすること。 

 

セ．入札無効に関する事項 

第３章１．に定める競争入札に参加する者に必要な資格のない者のした入札、県
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へ提出した書類に虚偽の記載をした者の入札及び奈良県契約規則（昭和３９年５月

奈良県規則第１４号。以下「契約規則」という。）第７条に該当する入札は、無効

とする。 

なお、県により入札参加資格のある旨を確認された者であっても、代表構成企業

が入札参加停止を受ける等開札日時点において第３章１．（１）及び（２）に定め

る競争入札に参加する者に必要な資格のない者のした入札は、無効とする。 

 

ソ．その他 

入札参加表明書等、ＶＥ提案書及び入札提案書類に虚偽の記載をした場合におい

ては、入札参加停止を行うことがある。 

 

 

２．入札スケジュール 

落札者の決定は以下のスケジュールで行う予定である。 

日程 実施内容 

令和７年７月１日（火） 入札公告及び入札説明書等の公表 

令和７年７月１０日（木） 入札説明書等に関する説明会及び現地説明会 

令和７年７月１８日（金） 入札説明書等に関する質問受付期限 

令和７年８月１日（金） 入札説明書等に関する質問への回答の公表 

令和７年８月８日（金） 入札参加表明書及び入札参加資格審査の受付期限 

令和７年８月１９日（火） 入札参加資格審査結果の通知 

令和７年８月２５日（月） 入札説明書等に関する個別対話の申込期限 

令和７年９月１日（月） 

～令和７年９月２日（火） 
入札説明書等に関する個別対話の実施 

令和７年１１月４日（火） 入札提案書及びＶＥ提案書の受付 

令和７年１２月１日（月） 入札提案書及びＶＥ提案書に関するヒアリング 

令和７年１２月１０日（水） ＶＥ提案書に関する回答送付 

令和７年１２月２６日（金） 入札書等及び改善された入札提案書の受付 

令和８年２月４日（水） 
改善された入札提案書に関する個別プレゼンテーシ

ョン 

令和８年３月中旬 落札者の決定及び公表 

令和８年３月下旬 基本協定の締結 

令和８年４月下旬 仮契約の締結 

令和８年７月上旬 事業契約に係る議会の議決（本契約の締結） 

 

 

３．入札手続等 

入札に関する手続等は、以下のとおりとする。 
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（１）入札説明書等の交付 

ア．交付期間 

令和７年７月１日（火）から落札者決定までの期間 

イ．交付方法 

県ホームページからダウンロードすること。 

ＵＲＬ：https://www.pref.nara.jp/53028.htm 

 

（２）入札説明書等に関する説明会及び現地説明会 

入札説明書等に関する説明会及び現地説明会は、以下のとおり実施する。 

ア．説明会開催日及び開催場所 

日時：令和７年７月１０日（木） 午前９時３０分から 

場所：奈良県大和郡山市筒井町９５７－１ 

奈良県中央卸売市場管理棟３階 大会議室 

イ．現地説明会 

説明会終了後、続けて行う。 

ウ．申込方法 

【資料３ 様式集「様式１ 入札説明書等に関する説明会及び現地説明会参加申

込書」】に必要事項を記載の上、第１章４．「担当部局」に電子メールにて提出す

ること。電子メールの件名には〔奈良県中央卸売市場再整備推進事業（市場エリア

整備事業） 説明会参加申込書〕と記載すること。 

なお、電子メール送信後、提出者は第１章４．「担当部局」まで電話連絡を行

い、説明会参加申込書の到達を確認すること。 

エ．参加申込期限 

令和７年７月８日（火） 午後５時まで 

 

（３）入札説明書等に関する質問の受付 

入札説明書等に関する質問を、以下のとおり受け付ける。 

ア．質問の方法 

質問は、【資料３ 様式集「様式２ 入札説明書等に関する質問書」】に必要事

項を記載の上、第１章４．「担当部局」に電子メールにて提出すること。電子メー

ルの件名には〔奈良県中央卸売市場再整備推進事業（市場エリア整備事業） 質問

書〕と記載すること。 

なお、電子メール送信後、提出者は第１章４．「担当部局」まで電話連絡を行

い、質問書の到達を確認すること。 

また、下記に示す受付期間に未着の場合は質問がなかったものとみなす。 

イ．受付期間 

令和７年７月２日（水）～令和７年７月１８日（金） 午後５時まで 

ウ．回答の公表 

日時：令和７年８月１日（金）（予定） 

場所：県ホームページ 
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ただし、質問者の特殊な技術、ノウハウ等に関わり、質問者の権利、競争上の地

位その他正当な利益を害するおそれがあると考えられるものは公表しない。 

 

（４）入札参加表明書及び入札参加資格審査に関する提出書類の受付 

入札参加を希望する者は、入札参加表明書等を知事に提出して参加を表明するとと

もに、入札参加資格があることの確認を受けなければならない。 

ア．提出書類 

【資料３ 様式集】に示すとおりとする。 

イ．提出期間 

令和７年８月４日（月）～令和７年８月８日（金） 午後５時まで 

ウ．提出方法 

第１章４．「担当部局」に、持参又は書留郵便によるものとする。 

 

（５）入札参加資格審査結果の通知 

入札参加資格審査の結果は、入札参加表明書等の提出者に対して、令和７年８月１

９日（火）に書面により通知する。 

なお、入札参加資格がないと認められた者は、入札参加資格がないと認めた理由に

ついて説明を求める書面を次のとおり提出し、説明を求めることができる。 

ア．提出書類 

【資料３ 様式集「様式４－１ 入札参加資格がないとされた理由の説明要求

書」】 

イ．提出方法 

第１章４．「担当部局」に、持参又は書留郵便によるものとする。 

ウ．提出期間 

令和７年８月２０日（水）～令和７年８月２２日（金） 午後５時まで 

エ．回答 

県は説明を求められた場合、令和７年８月２９日（金）までに説明を求めた入札

参加表明書等の提出者に対して書面により回答する。 

 

（６）入札説明書等に関する個別対話 

入札参加者の本事業に対する理解をより深め、入札参加者の創意工夫を引き出すと

ともに、提案書類作成の検討の方向性や具体化への一助となることを目的に、本事業

の提案に関する全般的な事項を対象とし、実施を希望する者に対して個別に対話を行

う。 

ア．提出書類 

（ア）【資料３ 様式集「様式５ 入札説明書等に関する個別対話申込書」】 

（イ）個別対話に用いる資料（任意様式） 

イ．提出期限 

令和７年８月２５日（月） 午後５時まで 

ウ．提出方法 
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ア．（ア）及び（イ）に必要事項を記載の上、第１章４．「担当部局」に電子メ

ールにて提出すること。電子メールの件名には〔奈良県中央卸売市場再整備推進事

業（市場エリア整備事業） 個別対話申込書〕と記載すること。 

なお、電子メール送信後、提出者は第１章４．「担当部局」まで電話連絡を行

い、個別対話申込書の到達を確認すること。 

エ．実施日 

令和７年９月１日（月）～令和７年９月２日（火） ※個別に連絡する。 

オ．実施場所 

奈良県大和郡山市筒井町９５７－１ 

奈良県中央卸売市場管理棟３階 大会議室（予定） ※個別に連絡する。 

カ．参加人数 

入札参加者に所属する者で、１０名以内とする。 

キ．留意事項 

（ア）対話は、本事業の提案に関する全般的な事項を対象とし、実施を希望する者ご

とに対面による質問応答形式により実施する。 

（イ）県は、対話の実施の有無により、入札参加者間の優劣が生じることがないよ

う、公平性の確保に十分留意する。 

（ウ）対話の内容は、入札参加者の権利、競争上の地位及び正当な利益を害すること

を防ぐため、公表の対象としない。 

（エ）対話の結果により、入札説明書等の変更等が生じる場合には、速やかに県ホー

ムページにて公表する。 

 

（７）入札提案書及びＶＥ提案書の受付 

入札参加者は、本事業に関する事業計画等の提案内容を記載した入札提案書を以下

のとおり提出すること。また、入札参加者のうち、ＶＥ（※）にあたる提案（以下

「ＶＥ提案」という。）がある場合はＶＥ提案書を以下のとおり提出すること。 

※ＶＥ（Value Engineering）とは、機能を低下させずにコストを低減できる手段

又はコストを上げずに機能を向上させる手段を採用することにより、コスト縮減

や機能・品質の向上を図る取組みである。 

ア．提出書類 

【資料３ 様式集】に示すとおりとする。 

イ．提出日時 

令和７年１１月４日（火） 午後５時まで 

ウ．提出方法 

第１章４．「担当部局」に、持参又は書留郵便によるものとする。 

 

（８）ＶＥ提案書類に関するヒアリングの実施 

入札提案書又は入札提案書及びＶＥ提案書（以下「ＶＥ提案書類」という。）を提出

した入札参加者は、ＶＥ提案書類の内容確認のために実施するヒアリングに参加しな

ければならない。 
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ア．実施日 

令和７年１２月１日（月）（予定） ※個別に連絡する。 

イ．実施場所 

奈良県大和郡山市筒井町９５７－１ 

奈良県中央卸売市場管理棟３階 大会議室（予定） ※個別に連絡する。 

ウ．参加人数 

入札参加者に所属する者で、１０名以内とする。 

 

（９）ＶＥ提案書に関する回答 

（８）を踏まえたＶＥ提案の採否の結果は、ＶＥ提案書類の提出者に対して、令和

７年１２月１０日（水）（予定）に書面により通知する。 

 

（１０）入札書等及び改善された入札提案書の提出 

入札参加者は、入札書及び入札価格内訳書（以下「入札書等」という。）と、

（８）及び（９）の内容を踏まえた本事業に関する事業計画等の提案内容を記載した

入札提案書（以下「改善された入札提案書」という。）（入札書等及び改善された入

札提案書を合わせて以下「入札提案書類」という。）を以下のとおり提出すること。 

ア．入札提案書類を直接提出する場合 

（ア）提出書類の作成方法等 

【資料３ 様式集】に示すとおりとする。なお、入札書等は、封筒に入れ、

「奈良県中央卸売市場再整備推進事業（市場エリア整備事業）に係る入札書等在

中」と朱書して、厳封の上、改善された入札提案書とともに提出すること。 

（イ）提出日時 

令和７年１２月２６日（金） 午後１時から午後４時まで 

（ウ）提出場所 

奈良県大和郡山市筒井町９５７－１ 

奈良県中央卸売市場管理棟３階 大会議室 

イ．入札提案書類を郵便により提出する場合 

（１１）による。 

 

（１１）郵便による入札 

入札提案書類は、郵便で提出することができる。この場合は、（１０）ア．（ア）

に示すとおり、入札書等を封筒に入れ、「奈良県中央卸売市場再整備推進事業（市場

エリア整備事業）に係る入札書等在中」と朱書して、厳封の上、改善された入札提案

書とともに梱包し、その表面に「奈良県中央卸売市場再整備推進事業（市場エリア整

備事業）に係る入札提案書類在中」と朱書して、書留郵便小包とした上、令和７年１

２月２５日（木） 午後５時までに第１章４．「担当部局」に示す場所に到着するよ

うにすること。 
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（１２）開札 

ア．実施日時 

令和７年１２月２６日（金） 午後４時 

イ．実施場所 

第３章３．（１０）ア．（ウ）に同じ。 

ウ．立会い 

開札は、入札参加グループの代表構成企業の代表者又はその代理人が立ち会うこ

と。ただし、入札参加グループの代表構成企業の代表者又はその代理人が立ち会わ

ない場合においては、入札事務に関係のない県職員を立ち会わせて行う。 

エ．留意事項 

開札においては、入札書等の確認及び入札金額の読み上げのみを行い、落札者の

決定については行わないものとする。 

 

（１３）改善された入札提案書に関するプレゼンテーション 

入札参加者は、第４章２．「審査部会の設置」に記載の審査部会に対し、改善され

た入札提案書の提案内容の理解をより深めてもらうため、プレゼンテーションを実施

する。 

プレゼンテーションは、審査の対象として実施するため、各入札参加者はその主旨

に沿った提案内容の説明を行うこと。また、プレゼンテーションの後、審査部会の委

員より審査・評価のための質疑を行う。 

ア．実施日 

令和８年２月４日（水）（予定） ※個別に連絡する。 

イ．実施場所 

奈良県大和郡山市筒井町９５７－１ 

奈良県中央卸売市場管理棟３階 大会議室（予定） ※個別に連絡する。 

ウ．参加人数 

入札参加者に所属する者で、１０名以内とする。 

エ．留意事項 

（ア）県からプレゼンテーションの実施日等を連絡して以降、実施日の４営業日前ま

でに、【資料３ 様式集「様式８ 改善された入札提案書に関するプレゼンテー

ション参加書」】に必要事項を記載の上、第１章４．「担当部局」に電子メール

にて提出すること。電子メールの件名には〔奈良県中央卸売市場再整備推進事業

（市場エリア整備事業） プレゼンテーション参加書〕と記載すること。 

（イ）参加者については、改善された入札提案書に記載した配置予定責任者（統括管

理責任者、設計業務責任者、施工業務責任者）の３名は必ず出席すること。 

（ウ）プレゼンテーションには、提出した改善された入札提案書の拡大パネルやパワ

ーポイント等によるスライドを使用することができる。ただし、企業名及び企業

を類推できる記載は行わないこと。なお、プロジェクター及びスクリーンについ

ては、県が用意する。ただし、模型及び動画を使用したプレゼンテーションは不

可とする。 
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（エ）プレゼンテーションに使用する資料は、改善された入札提案書の内容のみを表

現したものとする。 

（オ）技術・工法の実現性等を確認するための資料が不足している場合には、プレゼ

ンテーションに先立ち追加資料の提出を求める場合がある。 

 

（１４）提案内容に関する疑義の確認 

（１２）の開札において、入札価格に消費税等に相当する額を加算した金額の額が

予定価格の額の範囲内であった入札参加者に対し、提案書類審査にあたって必要と判

断した場合、当該提案の内容に関する疑義の確認を書面にて行う場合がある。 

 

（１５）入札執行回数 

入札執行回数は、１回とする。 

 

（１６）入札保証金 

本事業の入札に参加しようとする者は、その見積る契約代金額（消費税法（昭和６

３年法律第１０８号）に係る課税事業者であるか、免税事業者であるかを問わず、消

費税等に相当する額を含んだ金額をいう。）の１００分の５に相当する額以上の入札

保証金を納付しなければならない。 

ただし、契約規則第４条第２項第１号から第６号までに掲げるもの（以下「国債そ

の他の有価証券等」という。）の提供又は銀行若しくは知事が確実と認める金融機関

（出資の受入れ、預り金及び金利等の取締りに関する法律（昭和２９年法律第１９５

号）第３条に規定する金融機関（銀行を除く。）をいう。以下「銀行等」という。)の

保証の提供をもって入札保証金の納付に代えることができる。 

また、保険会社との間に知事を被保険者とする入札保証保険契約を締結した者又は

金融機関等（銀行等又は保証事業会社（公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭

和２７年法律第１８４号）第２条第４項に規定する保証事業会社をいう。以下同

じ。））と契約保証の予約をした者は、入札保証金の納付を免除する。 

 

ア．入札保証に係る書類の提出 

（ア）提出期間 

令和７年７月２日（水）～令和７年１２月２６日（金） 午後４時まで 

（イ）提出方法 

第１章４．「担当部局」に、持参又は書留郵便によるものとする。 

ａ．持参による提出の場合 

入札提案書類の提出とともに入札保証に係る書類を提出することができる

が、その場合、提出場所は第３章３．（１０）ア．（ウ）に同じ。 

ｂ．書留郵便による提出の場合 

入札保証に係る書類を封筒に入れ、入札参加グループ名及び「奈良県中央卸

売市場再整備推進事業（市場エリア整備事業）に係る入札保証書類在中」と朱

書して、提出すること。また、第３章３．（１１）に定める郵便による入札に
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おいて、入札提案書類とともに梱包し、提出することができる。 

 

イ．入札保証に係る書類の作成等 

（ア）入札保証に係る書類の作成及び提出に係る費用は、提出者の負担とする。ま

た、理由の如何にかかわらず、入札保証に要する費用は返却しない。 

（イ）入札保証に係る書類については、案件が特定できるように「奈良県中央卸売市

場再整備推進事業（市場エリア整備事業）」を記載すること。また、入札参加グ

ループ名も記載すること。 

（ウ）保証期間又は保険期間は、入札保証に係る書類の提出日から令和８年７月３１

日（木）までを含むものであること。 

（エ）複数の入札保証による納付等は認めない。 

（オ）一度受領された入札保証に係る書類については、理由の如何にかかわらず、金

額等の変更を一切認めない。 

（カ）入札保証について、次の表に定めるものを満たさない者の行った入札は無効と

する。 

ａ．未納付であると認め

られる場合 

（ａ）入札保証の全部又は一部が納付されていない

場合 

（ｂ）他の工事の入札保証である場合 

（ｃ）入札保証が特定できない場合 

ｂ．書類に記載すべき事

項が欠けている場合 

（ａ）入札保証の記載が全くない場合 

（ｂ）押印が欠けている場合 

（ｃ）様式を満たしていない場合 

ｃ．書類に記載すべき事

項に誤りがある場合 

（ａ）発注者名に誤りがある場合 

（ｂ）入札案件名に誤りがある場合 

（ｃ）納付者名に誤りがある場合 

ｄ．その他未納付又は書類に不備がある場合 

 

ウ．入札保証金の納付等に関する問い合わせ先 

第１章４．「担当部局」に同じ。 

なお、入札保証金の納付又は国債その他の有価証券等の提供による場合について

は、所定の手続に日を要するため、令和７年１１月２６日（水）までに連絡するこ

と。 

 

エ．その他 

落札者又は落札者が設立するＳＰＣの都合により、仮契約又は事業契約を締結し

ない場合には、契約規則第１１条の規定に基づき、入札に係る損害賠償を求めるも

のとする。 
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（１７）共同企業体の構成に関する協定書 

【資料６－１ 【乙型】共同企業体の構成に関する協定書（案）】の「協定書第８

条に基づく協定書」又は【資料６－２ 【甲型乙型併用】共同企業体の構成に関する

協定書（案）】の「協定書第８条に基づく協定書」及び「協定書第９条に基づく協定

書」（以下「分担業務額等に関する協定書」という。）について、入札参加表明書等

の提出時点において分担業務額等の記載が困難な場合、分担業務額等に関する協定書

に代えて【資料３ 様式集「様式３－８ 共同企業体の分割業務額等に関する誓約

書」】を提出することができる。 

また、その場合、分担業務額等に関する協定書の提出は以下のとおりとする。 

 

ア．提出期間 

令和７年８月１２日（火）～令和７年１２月２６日（金） 午後４時まで 

イ．提出方法 

第１章４．「担当部局」に、持参又は書留郵便によるものとする。 

（ア）持参による提出の場合 

入札提案書類の提出とともに分担業務額等に関する協定書を提出することがで

きるが、その場合、提出場所は第３章３．（１０）ア．（ウ）に同じ。 

（イ）書留郵便による提出の場合 

分担業務額等に関する協定書を封筒に入れ、入札参加グループ名及び「奈良県

中央卸売市場再整備推進事業（市場エリア整備事業）に係るＪＶ協定書在中」と

朱書して、提出すること。また、第３章３．（１１）に定める郵便による入札に

おいて、入札提案書類とともに梱包し、提出することができる。 

 

 

第４章 落札者の決定 

 

１．最優秀提案者の選定方法 

最優秀提案者の選定は二段階で実施する。まず、入札参加資格審査により入札提案書

類等の提出者を決定する。その後、提案審査では、入札提案書類の審査を実施し、総合

評価落札方式一般競争入札により最優秀提案者を選定する。 

 

 

２．審査部会の設置 

審査に際しては、学識経験者等から構成される「奈良県中央卸売市場運営協議会市場

再整備事業審査部会」において、入札参加者からの提案を審査し、最も優れていると認

めた入札参加グループを最優秀提案者として選定する。 

審査部会は以下の委員で構成される。 

部会長 橋爪 紳也 大阪公立大学研究推進機構 特別教授 

委員 浦出 俊和 摂南大学農学部 教授 
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 西川 惠二 奈良県中央卸売市場協会 理事長 

 工藤 春代 立命館大学食マネジメント学部 教授 

 宗像 宏治郎 宗像公認会計士事務所 公認会計士 

 片山 賢志 川﨑法律事務所 弁護士 

 

 

３．委員等への接触禁止 

入札参加者が、本入札説明書の公表時から落札者決定までに、審査部会の委員に対し

て本事業に関する面談等の接触を行うことを禁止する。 

 

 

４．審査の方法 

審査部会は、【資料２ 落札者決定基準】に従って、提案内容の審査を行う。 

 

 

５．審査基準 

審査基準については、【資料２ 落札者決定基準】を参照すること。 

 

 

６．落札者の決定 

県は、審査部会の選定結果をもとに落札者を決定する。 

 

 

７．落札者の公表 

落札者の決定結果は、落札者決定後、速やかに入札参加者に対して通知するととも

に、県ホームページにおいて公表する。電話等による問合せには応じない。 

 

 

８．審査部会事務局 

審査部会の事務局は、奈良県食農部中央卸売市場再整備推進室とする。 

 

 

 

第５章 落札者決定後の契約手続き等 

 

１．基本協定の締結 

県と落札者は、落札者決定後速やかに、基本協定を締結する。基本協定の内容につい

ては、【資料４－１ 基本協定書（案）＜共同企業体（ＪＶ）用＞】又は【資料４－２ 

基本協定書（案）＜特別目的会社（ＳＰＣ）用＞】によるものとする。 
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２．仮契約の締結 

県と落札者は、基本協定を踏まえて本事業の事業契約についての仮契約を締結する。

ただし、落札者がＳＰＣを設立する予定の入札参加グループだった場合は、設立された

ＳＰＣと仮契約を締結する。 

落札者決定日の翌日から事業契約締結までの間、落札者（落札者がＳＰＣを設立する

予定の入札参加グループだった場合は、設立されたＳＰＣを含む。）が基本協定又は事

業契約を締結しない場合には、総合評価落札方式一般競争入札の総合評価の得点の高い

者から順に契約交渉を行い、落札者の落札金額の制限内において、合意に達した場合、

随意契約による事業契約締結の手続きを行う場合がある。 

特定事業契約の内容については、【資料５ 事業契約書（案）】によるものとする。 

なお、本事業は電子契約の対象である。電子契約を希望する場合は、落札者の決定後

速やかに（落札者がＳＰＣを設立する予定の入札参加グループだった場合は、ＳＰＣの

設立後速やかに）県会計局のホームページに掲載している「電子契約同意書兼メールア

ドレス確認書」に必要事項を記載の上、第１章４．「担当部局」に電子メールにて提出

すること。電子メールの件名には〔奈良県中央卸売市場再整備推進事業（市場エリア整

備事業） 電子契約同意書〕と記載し、電子メール送信後は、第１章４．「担当部局」

まで電話連絡を行い、同意書の到達を確認すること。 

（様式ダウンロードページ） 

県会計局ホームページ：https://www.pref.nara.jp/67057.htm 

 

 

３．事業契約に係る議会の議決（本契約の締結） 

仮契約は、令和８年６月の県議会の議決を経て本契約となる予定である。 

なお、落札者（落札者がＳＰＣを設立する予定の入札参加グループだった場合は、設

立されたＳＰＣを含む。）は、建設業法第２０条の２第２項の規定に基づき、事業期間

又は契約代金額に影響を及ぼす事象が発生するおそれがあると認めるときは、落札者の

決定から事業契約を締結するまでに、その旨を当該事象の状況の把握のため必要な情報

と併せて、県建設産業課のホームページに掲載している「工期又は請負金額の額に影響

を及ぼす事象に関する情報通知書」に必要事項を記載の上、第１章４．「担当部局」に

電子メールにて通知すること。電子メールの件名には〔奈良県中央卸売市場再整備推進

事業（市場エリア整備事業） 情報通知書〕と記載し、電子メール送信後は、第１章

４．「担当部局」まで電話連絡を行い、通知書の到達を確認すること。 

（様式ダウンロードページ） 

県建設産業課のホームページ：https://www.pref.nara.jp/27102.htm 

 

 

４．契約保証金 

事業者は、本契約の成立と同時に、契約代金額の１００分の１０に相当する額以上の

契約保証金を納付しなければならない。 
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ただし、契約規則第１９条第１項ただし書第１号又は第２号に該当する者であるとき

は免除することがある。また、同条第２項各号に掲げる担保の提供をもって代えること

ができる。 

 

 

５．公契約条例の適用 

本事業は、特定公契約として契約するものであり、奈良県公契約条例（平成２６年７

月奈良県条例第１１号。以下「公契約条例」という。）第２条第４号に規定する特定受

注者及び同条第６号に規定する特定下請負者等は、公契約条例第８条から第１７条まで

の規定の適用を受ける者とする。 

事業契約の受注者となった者は、公契約条例及び奈良県公契約条例施行規則（平成２

６年７月奈良県規則第３３号）を遵守し、事業契約書に添付する「特定公契約特約条

項」に定める事務を履行しなければならない。 

事業契約の受注者となった者が、これらの条項に違反した場合は、公契約条例に基づ

く過料処分及び入札参加停止の対象となることがある。 

詳細は県会計局ホームページに掲載する「奈良県公契約条例の手引き」を参照するこ

と。 

 

 

６．契約の不締結 

落札者の決定後、県議会の議決までの間に、落札者（落札者がＳＰＣを設立する予定

の入札参加グループだった場合は、設立されたＳＰＣを含む。）の構成企業のいずれか

が入札参加資格を欠く事態に至った場合には、原則として基本協定又は仮契約を締結せ

ず、仮契約を締結しているときは解除する。 

ただし、落札者（落札者がＳＰＣを設立する予定の入札参加グループだった場合は、

設立されたＳＰＣを含む。）のうち代表構成企業以外の構成企業については、県が別途

指定する期間内に入札参加資格を欠いた者を変更し、提案内容の継続性を担保するため

に必要な措置を講じた場合に限り、基本協定又は仮契約の締結について県と協議するこ

とができる。 

 

 

７．契約の解除 

事業契約締結後、受注者（ＳＰＣの場合は、構成企業を含む。）について次のいずれ

かに該当する事由があると認められるときは、事業契約を解除することがある。この場

合は、受注者は、損害賠償金を納付しなければならない。 

ア．受注者（ＳＰＣの場合は、構成企業を含む。以下ウ．、エ．及びオ．において同

じ。）の役員等（法人にあっては役員（非常勤の者を含む。）、支配人及び支店又

は営業所（常時契約に関する業務を行う事務所をいう。以下同じ。）の代表者を、

個人にあってはその者、支配人及び支店又は営業所の代表者をいう。以下同じ。）

が暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７
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７号。以下「法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同

じ。）であるとき。 

イ．暴力団（法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員が

経営に実質的に関与しているとき。 

ウ．受注者の役員等が、その属する法人、自己若しくは第三者の不正な利益を図る目

的で、又は第三者に損害を与える目的で、暴力団又は暴力団員を利用していると

き。 

エ．受注者の役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供

与する等直接的若しくは積極的に暴力団の維持及び運営に協力し、又は関与してい

るとき。 

オ．ウ．及びエ．に掲げる場合のほか、受注者の役員等が、暴力団又は暴力団員と社

会的に非難されるべき関係を有しているとき。 

カ．事業契約に係る下請契約又は資材若しくは原材料の購入契約等の契約（以下「下

請契約等」という。）にあたって、その相手方がア．からオ．までのいずれかに該

当することを知りながら、当該者と契約を締結したとき。 

キ．事業契約に係る下請契約等にあたって、ア．からオ．までのいずれかに該当する

者をその相手方としていた場合（カ．に該当する場合を除く。）において、県が当

該購入契約等の解除を求めたにもかかわらず、それに従わなかったとき。 

ク．事業契約の履行にあたって、暴力団又は暴力団員から不当介入を受けたにもかか

わらず、遅滞なくその旨を県に報告せず、若しくは警察に届け出なかったとき。 

 

 

８．調達手続の停止等 

この調達に関する苦情の処理手続において、事業契約締結若しくは執行を停止し、又

は解除する場合がある。 

 

 

９．手続における交渉の有無 

無 

 

 

 

第６章 その他の事項 

 

１．議会の議決 

本事業の実施に係る議案の定例県議会への提出予定は次に示すとおりである。 

事業契約に関する議案  令和８年６月県議会定例会 
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２．情報公開及び情報提供 

奈良県情報公開条例（平成１３年３月奈良県条例第３８号）に基づき情報公開を行

う。また、情報提供はインターネット等を通じて行う。 

 

 

３．管轄裁判所の指定 

事業契約に関する紛争については、奈良地方裁判所を第一審の専属管轄裁判所とす

る。 
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別記 賑わいエリア整備事業における諸条件 

 

１．用地の概要 

所在地 
大和郡山市筒井町９５７番地の１ 

（奈良県中央卸売市場） 

事業用地の構成 

本事業用地  約１９．３ｈａ 

 
奈良県中央卸売市場敷地 

（現市場敷地） 
 約１５．５ｈａ 

 北側用地  約３．８ｈａ 

再整備後の 

ゾーニング 

市場エリア  約１２．６ｈａ 

賑わいエリア  約６．４ｈａ 

調整池  約０．３ｈａ 

整備順序 

 

道路条件 

敷地西側：県道１９３号 筒井二階堂線 

幅員約６～８ｍ（２車線） 

※現市場敷地は、３号進入路において県道１９３号に

接道 

敷地北側：国道２５号 幅員約１２ｍ（２車線） 

 

※本事業において、県道１９３号（筒井二階堂線）から

排水機場に至る周回道路及び国道２５号から現市場敷

地に至る進入路は整備されているが、賑わいエリアの

整備にあたっては、排水機場から国道２５号に至る周

回道路を整備することが必要 

 
 

 

ゾーニング仮想ライン 

賑わいエリア 

市場エリア 
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用
途
地
域
等 

用途地域 準工業地域（ただし、北側用地は市街化調整区域） 

容積率 ２００％（市街化調整区域部分については４００％） 

建蔽率 ６０％（市街化調整区域部分については７０％） 

高度地区指定 
３１ｍ高度地区（市街化調整区域部分については指定な

し） 

防火地域指定 指定なし 

その他 

奈良県中央卸売市場（市場）（昭和４９年９月３日） 

奈良県中央卸売市場地区 地区計画 

（令和３年１０月１４日） 

（１）土地利用の方針：市場施設を適切に配置 

（２）建築物の高さの最高限度：現市場敷地の一部を２

０ｍに制限 

（３）緑化面積：行為地面積の３％以上 

※具体的には大和郡山市ＨＰの用途地域・高度地区の

変更の決定（令和３年１０月１４日）を参照 

周知の埋蔵文化財 

包蔵地指定 

指定なし 

現市場敷地：トレンチ調査（令和８年度予定）の結果によ

り、建物等配置箇所の本調査が必要となる可

能性あり 

北 側 用 地：令和６年度のトレンチ調査の結果により、本

調査必要箇所判明済み 

交通・アクセス 

鉄道：近鉄橿原線筒井駅から約９００ｍ（徒歩１０分） 

車 ：西名阪自動車道と京奈和自動車道の交わる郡山イ

ンターチェンジから約２．４ｋｍ 

 

２．想定地代 

３００円／㎡／月 

なお、実際の地代については、賑わいエリアを整備する際、改めて示す。 

 

３．着工開始日 

【資料１ 要求水準書】において、賑わいエリアに供される土地を令和１４年末日

までに県へ引き渡すこととしているため、遅くとも令和１５年１月から着工するこ

と。 

 

 



 

別紙１ 契約代金の算定方法について 

 

 

１．契約代金の算出方法 

本事業において県は受注者に対して入札説明書第２章５．（５）「業務範囲」に示す

業務に係る対価として、契約代金を支払う。その金額については落札者の提案とする。 

※消費税率が変更された場合には、変更後の税率にて適切に支払うものとする。 

 

２．契約代金の支払方法 

契約代金の支払い方法は以下のとおりとする。 

（１）前金払い 

① 受注者は、各年度の設計業務若しくは施工又は解体業務に係る出来高予定額（以

下「前金払い対象業務出来高予定額」という。）に応じて、前金払いを請求するこ

とができる。ただし、前金払いを請求する場合には、公共工事の前払金保証事業に

関する法律（昭和２７年法律第１８４号）第２条第４項に規定する保証事業会社と

各年度末を保証期限とする同法第２条第５項に規定する保証契約（以下「保証契

約」という。）を締結し、その保証証書を県に寄託しなければならない。 

② 請求できる前払金は各年度の設計業務に係る出来高予定額の１０分の３以内、施

工又は解体業務に係る出来高予定額の１０分の４以内とする。 

③ 県は、前金払いの請求を受けた日から３０日以内に前払金を支払う。 

④ 受注者は、前金払い対象業務出来高予定額が著しく増額された場合においては、

その増額後の前金払い対象業務出来高予定額の１０分の４（設計業務に係る出来高

予定額については１０分の３）から受領済みの前払金額を差し引いた額に相当する

額の範囲内で前払金の支払いを請求することができる。この場合においては、③の

規定を準用する。 

⑤ 受注者は、前金払い対象業務出来高予定額が著しく減額された場合において、受

領済みの前払金額が減額後の前金払い対象業務出来高予定額の１０分の５（設計業

務に係る出来高予定額については１０分の４）を超えるときは、受注者は、前金払

い対象業務出来高予定額が減額された日から３０日以内にその超過額を返還しなけ

ればならない。ただし、期間内に（２）の規定により支払いをしようとするとき

は、発注者は、その支払額の中からその超過額を控除することができる。 

⑥ ⑤に規定する超過額が相当の額に達し、返還することが前払金の使用状況からみ

て、著しく不適当であると認められるときは、発注者と受注者とが協議して返還す

べき超過額を定める。ただし、前金払い対象業務出来高予定額が減額された日から

１４日以内に協議が整わない場合には、発注者が定め、受注者に通知する。 

⑦ 発注者は、受注者が⑤に規定する期間内に超過額を返還しなかったときは、その

未返還額につき、⑤に規定する期間を経過した日から返還をする日までの期間につ

いて、その日数に応じ、政府契約の支払遅延に対する遅延利息の率を定める告示

（昭和２４年大蔵省告示第９９１号）に定める履行期日時点における遅延利息の率

で計算した額の延滞利息の支払いを請求することができる。 



 

⑧ 前払金は設計業務若しくは施工又は解体業務の材料費、労務費、機械器具の賃借

料、機械購入費（これら業務において償却される割合に相当する額に限る。）、動

力費、支払運賃、修繕費、仮設費、労働者災害補償保険料及び保証料に相当する額

として必要な経費以外の支払いに充当してはならない。 

⑨ 事業契約を締結した年度以外の年度において前金払いを請求する場合、前年度末

の設計業務若しくは施工又は解体業務に係る事業費相当額（以下「前金払い対象業

務事業費相当額」という。）が、前年度までの前金払い対象業務出来高予定額に達

しないときには、その額が当該前金払い対象業務出来高予定額に達するまで保証契

約の期間を延長する。また前金払い対象業務事業費相当額が前年度までの前金払い

対象業務出来高予定額に達するまで、当該年度の前金払いを請求することができな

い。 

⑩ 当該年度当初に（２）⑥に規定する請求があった場合、（１）②の「出来高予定

額」は「出来高予定額（ただし、（２）⑥の規定により支払った出来高払い金のう

ち、当該業務に係る金額を控除した額。）」と読み替えて準用する。 

⑪ 受注者は、④の規定により受領済みの前払金に追加してさらに前払金の支払いを

請求する場合には、あらかじめ、保証契約を変更し、変更後の保証証書を発注者に

寄託しなければならない。また、前金払い対象業務出来高予定額が減額された場合

において、保証契約を変更したときは、変更後の保証証書を直ちに発注者に寄託し

なければならない。 

⑫ 受注者は、前払金額の変更を伴わない工期の変更が行われた場合には、発注者に

代わりその旨を保証事業会社に直ちに通知するものとする。 

 

（２）出来高払い 

① 県は、受注者が各年度の出来高に相当する事業費（以下「事業費相当額」とい

う。）に応じて、受注者に出来高払金を支払う。 

② 受注者は、各年度の出来高払いのための検査に必要な資料等を作成し、当該年度

内に県による検査が実施されるよう検査の請求を行う。 

③ 県は、当該検査請求を受けた日から１４日以内に受注者立会いの上、当該検査を

実施し、検査結果を受注者に通知する。 

④ 受注者は、当該年度の検査に合格したときは、出来高払いを県に請求する。ただ

し、請求額は受領済みの前払金を控除した額とする。 

⑤ 県は、出来高払いの請求を受けた日から４０日以内に出来高払金を支払う。ただ

し、県と受注者との合意がなされない場合を除く。 

⑥ 当該年度末の事業費相当額が当該年度末の支払予定額を超過している場合、当該

年度の支払予定額を超過した額は次年度当初に請求することができる。 

 

  



 

別紙２ 物価変動に伴う契約代金の改定 

 

 

契約代金について、以下のように改定を行う。 

 

（１）県及び受注者は、事業期間内で事業契約の締結日から実施設計について県の完成確

認を得た日（施工の順序等にあわせて全体基本設計、各棟の基本・実施設計等を分け

て設計業務を進めている場合は、初めて実施設計について県の完成確認を得た日）を

経過した後に、国内における賃金水準や物価水準の変動により契約代金が不適当とな

ったと認めたときは、相手方に対して契約代金の変更を請求することができ、県又は

受注者は、相手方から請求があったときは、請求に応じなければならない。ただし、

残事業期間（各棟ごとの引渡日までの期間をいう。以下同じ。）が２ヶ月未満である

場合は、請求することができないものとする。 

 

（２）契約代金の改定方法は、変動前残契約代金額（事業契約に定められた契約代金額か

ら支払済みの契約代金額を控除した金額から、（３）ア．の基準日における出来形

（工事の着手や資材の発注等が行われた既済部分をいう。以下同じ。）の額を控除し

た額をいう。以下同じ。）と変動後残契約代金額（（３）により算出した変動前残契

約代金額に相応する額をいう。以下同じ。）との差額のうち変動前残契約代金額の

１，０００分の１０を超える額について、契約代金の改定額を定めるものとする。 

 

（３）契約代金の改定手続きは、次に示すとおりとする。 

ア．（１）の規定に基づく請求のあった日を基準日とする。 

イ．県は、基準日から７日以内に出来形を確認し、変動前残契約代金額を定め、受注

者に通知する。受注者は、県が行う出来形の確認に際し、必要な協力をするものと

する。 

ウ．契約代金の改定額（増減額）については、開札日と基準日との間の物価指数に基

づき、以下の定式により算定する。 

Ａ＝α×Ｂ－Ｂ×１０／１，０００（α＞０のとき） 

＝α×Ｂ＋Ｂ×１０／１，０００（α＜０のとき） 

Ａ：契約代金の改定額（増減額） 

Ｂ：変動前残契約代金額 

α：改定率 

基準日の指数 

開札日の指数 

※αは小数点以下第４位を切り捨てるものとし、αの絶対値が１０／１，０００

に満たない場合は、改定を行わない。 

エ．変動率の算定に使用する指数は、建築費指数（一般財団法人建設物価調査会）の

都市別指数（大阪）－構造物平均（Ｓ）－工事原価とし、開札日及び基準日に属す

る月の確報値とする。ウ．の算定は、基準日に属する月の指数の確報値が公表され

α＝        －１ 



 

た時点で行うものとする。 

オ．（１）に規定する「国内における賃金水準や物価水準の変動により契約代金が不

適当となったと認めたとき」とは、エ．に示す開札日の指数と当該時点に属する月

の指数（この場合の指数は、直近の速報値とすることを可とする。）との比（ウ．

のαに相当する率）の絶対値が１，０００分の１０を超えるときをいう。 

カ．事業期間中に、指数の基準年が改訂された場合は、改訂後の基準年に基づく指数

により計算を行うものとする。 

 

（４）（１）の規定による請求は、本規定により契約代金の変更を行った後、再度行うこ

とができる。この場合、（１）～（３）において「事業契約の締結日」及び「開札

日」とあるのは、「直前の本条項の規定に基づく契約代金の変更の基準日」、「実施

設計について県の完成確認を得た日（施工の順序等にあわせて全体基本設計、各棟の

基本・実施設計等を分けて設計業務を進めている場合は、初めて実施設計について県

の完成確認を得た日）」とあるのは「６ヶ月」と、それぞれ読み替えるものとする。 

 

 

  



 

別紙３ モニタリング方法及び契約代金の減額方法 

 

 

１．本事業に係るモニタリング方法 

県は要求水準の確保を図るために、受注者が行うセルフモニタリングの報告に基づき

本事業に係るモニタリングを行う。 

受注者は、セルフモニタリングとして各業務の履行について年度管理計画書による確

認を行うとともに、入札説明書第２章５．（５）イ．からク．に該当する業務において

要求水準書に定める者が作成した年度業務報告書、本事業の履行に伴って作成する成果

物及び実際の事業実施状況を基に要求水準の内容を満たしているかどうかの確認を行

い、県に報告を行う。 

県は、受注者の報告に基づき確認を行うことを基本とし、年度管理計画書、年度管理

報告書、成果物及び実際の事業実施状況を基に、要求水準の内容を満たしているかどう

かの確認を行う。 

また、県が必要と認めた場合は、事業実施状況の重点的な確認を行う場合がある。 

 

（１）書類による確認 

受注者は、【資料１ 要求水準書 第３章２．「統括管理業務に関する要求水

準」】に規定する各種提出書類をそれぞれの提出時期までに県に提出し、要求水準の

達成状況について確認を受ける。 

提出書類は、県の確認に必要な十分な時間の余裕をもって提出する。 

県は、年度管理報告書により達成状況の確認を行い、確認結果を受注者に交付す

る。 

なお、年度管理計画書及び年度管理報告書は、要求水準書に定める者が作成及び提

出を行うものとするが、受注者は包括的な責任を負う。 

 

（２）実地における確認 

ア．重点的な確認 

要求水準を満たさないことが完成確認時点で発見することが困難である場合、又

は発見できたとしてもその修補を行うことが経済的・時間的・技術的に極めて困難

である場合、事業全体の品質の確保のために特に重要な場合等で、事業の各段階で

県が必要と認めた場合には、品質等について設計図書若しくは年度管理計画書に従

っているかどうか及び要求水準を満たしているかの確認を行う。 

なお、県は、必要に応じて、施工部分を最小限度破壊し、品質・性能の確認を行

うことができる。その確認及び復旧に係る費用は、受注者の負担とする。 

イ．その他の確認 

事業全体の特に重要な工程その他、県が必要と認めるときは、県は実地における

確認を行う。 

 

 



 

２．契約代金の減額方法 

提案等（要求水準書の記載事項を含む。）が改善勧告及び改善・復旧の措置を講じ

ても達成できず、修補が困難であることが明らかとなった場合、県は、要求水準書に

基づき提出されているコスト管理計画確認書及び事業契約に基づき提出されている最

新の事業費内訳表等に基づき、当該部分に係る契約代金の減額及び違約金の請求を行

う。 

 

 


